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組織におけるデータ活用のための一考察
安 達 房 子
要約 コンピュータおよびネットワークの発展により，企業が収集して分析
できるデータ量はますます増えている。そこで本稿では，データを活用するた
めの要件を組織学習の視点から提案し，花王の事例に基づいて検証した。本稿
で明らかにしたことは，データやその分析結果を活用するためには，組織成員
の認知の発展が伴わなければならないことである。そのためには，機能しなく
なった解釈の枠組みを発見し修正する能力である，対話が有効になることを指
摘した。
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お わ り に
は じ め に
情報通信インフラの発展によりインターネット上で様々なデータがやり取り
され，蓄積されている。最近では，スマートフォンなどのモバイル機器が普及
し，いつでもどこにいてもインターネットにアクセスしてデータ通信できる環
境が整っている。こうした環境でやり取りされる大量のデジタルデータの集ま
りは，ビッグデータと呼ばれて注目されている。企業においては，データの活
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用が競争優位を左右するようになっている。
ビッグデータの活用に関する研究では，意思決定においてデータを重視する
ほど，業績がよいという指摘がある
)
。
一方，データ分析の客観性には限界があるという指摘もある。この研究では，
データの解釈法を確立するための投資の方が，より多くのデータを収集・分析
するための投資よりも，長期的な競争優位に貢献する可能性が高いという結果
が出ている
)
。
そこで本稿ではこれらの見解に対して，データ分析の特徴と限界を Simon
の意思決定理論に基づいて明らかにする。その上で，解釈という認知の発展を
根幹とする組織学習の視点に立って，データの活用のための要件を提案する。
最後に，花王の事例に基づいて仮説を検証する。
Ⅰ データ分析のベースとなる意思決定理論
 データ分析
データ分析を Davenport（2007）は，「データを多角的，多面的に活用して
統計分析・定量分析を行い，説明モデル・予測モデルを作成し，事実に基づく
意思決定・行動に結びつけるところまでを意味する
)
」と定義している。
分析とは，ビジネスインテリジェンスの調査・報告と分析というつの要素
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) McAfee and Brynjolfsson（2013）p.64. 邦訳47頁。北米の株式公開企業330社を対象にした幹部
へのインタビューや年次報告書から，データ重視を自任する企業ほど，財務面・営業面の客観的
指標で優れていたことを指摘している。
) Sutcliffe and Weber（2003）p.76. 邦訳32頁。
この研究では，シニアマネージャーが市場環境をどのように認識しているかを測るアンケート
を実施した。その結果，データを詳細に分析するための投資と業績の関係は負の相関にあった。
そして知識に正確性が欠けているほど，業績が向上していることを指摘している。
さらに，正確性にかわる投資対象として，経営陣の思考様式を挙げている。具体的には，分析
されたデータをどのように理解するかであり，前向きな見通しと低い管理志向の企業が好業績で
あった。（以上のことは ibid, pp.79-82. 邦訳35-42頁を参照した。）
) Davenport（2007）p.7.邦訳22頁。
のうちの一つであり，統計分析を行って予測・測定し，予測モデルを作成して
最適化を図ることである（図）。つまり，今起きている問題の原因を探り，
これから起きようとしていることを予測することである。
意思決定には，分析結果をもとに自動化できるケースと，分析結果を判断材
料として使い最終決定は人間が下すケースがある
)
。
決定を人間が下す場合，データが入手でき分析が可能ならば，分析結果を知
って決定する方が直観で判断するより正しいし，企業にとってメリットがある
)
。
なぜなら直観のような意識的な思考を経ないプロセスは，偏見や思い込みなど
により適切な判断を妨げると考えられているからである。そこで直観に頼って
いる決定を，データ分析に置き換えることが目指されている。
そして，収集可能なデータの量は増える一方なので，事実上あらゆる企業が
分析重視になっていくと予測している
)
。最近ではビッグデータの分析によって，
予測・測定の精度が格段に向上している。それにより直観に頼っていた分野で
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	) Davenport（2007）p.13. 邦訳32頁。

) Davenport（2007）p.15. 邦訳35頁。
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(出典) Davenport, T. H. and Harris. J. G. (2007), Competing on
Analytics : The new science of winning, Harvard Business
School Press, p.8. 邦訳24頁を参照して作成した。
図 分 析
も，よりよい予測と判断に基づいた決定が可能になると期待されている
)
。
ここでビッグデータとは，McAfee and Brynjolfsson（2013）によれば，量の
多さに加えて次のつの特徴がある
)
。
一つは，リアルタイムあるいはそれに近い鮮度であること。
二つは，情報源の多様性である。情報源としては，Facebookに代表される
ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）上のメッセージ，GPS（全地
球測位システム）信号などが挙げられる。
このような大量のデータを分析することによって，より事業上の優位が得ら
れると考えられている。
 ベースとなる意思決定理論
データ分析の研究は，コンピュータを使ったデータ分析や意思決定支援の取
り組みによって発展した。この取り組みにより，意思決定支援システム（DSS）
が生まれ，その後コンピュータを使った統計分析が盛んになる。データ分析の
契機となったコンセプトの一つが，Simon の組織の意思決定に関する研究であ
る
)
。
そこでデータ分析の特徴を，Simon の意思決定の視点から検討する。
）意思決定過程
意思決定とは，「代替可能な行動のうち一つを実行するために選択する過程
10)
」
である。この決定過程は，情報活動，設計活動，選択活動，再検討活動という
つの局面から成り立っている（図）。
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) McAfee and Brynjolfsson（2013）p.62. 邦訳44頁。
) McAfee and Brynjolfsson（2013）pp.62-63. 邦訳45頁。
) Davenport（2007）pp.11-12. 邦訳29頁。
10) Simon（1997）p.77.
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(出典) Simon, H. A. (1977), The New Science of Management
Decision, Englewood Cliffs : Prentice-Hall, Inc, pp.40-41.邦訳
55-56頁より作成した。
図 意思決定過程
情報活動では，現在の環境の中で，決定を必要とする問題を見きわめるため
にデータを収集する。続いて設計活動で，問題内容に合う代替的行動案を発見，
開発し，その行動案からもたらされる結果が分析される。そのため後に続く，
行為の代替案のなかから一つを選択する活動は，ほとんど形式的である。そし
て最後に，過去の行動を再検討する。
さらに問題のレベルによっては，情報，設計，選択などの活動をもつ下位レ
ベルの問題を生み出していくため，決定過程は複雑になる。
このような意思決定過程では情報収集と設計が主要な局面となり，代替的行
動を決める重要なポイントになる。それらの局面は，問題解決過程とも密接に
関連している。問題解決過程とは，問題を取り扱う定石が存在しないような，
プログラム化しえない意思決定を処理するための方法である。
）プログラム化しえない意思決定のための問題解決過程
問題解決過程を，Simon（1977）は次のように述べている。
「一部意識的でありまた一部言語化されたメカニズムと違ったメカニズムを
無意識のレベルで仮定し
・
な
・
く
・
と
・
も
・
，人間過程を説明しうるということである。
氷山のうちの多くの部分はたしかに水面下にあり，それを記述することは困難
であるが，しかしそのかくされた部分は，我々がみることのできる氷の部分と
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同じものから出来ているのである。問題解決過程とは注目し，探索し，さらに
手がかりをもとにその探索方向を修正するいわばおなじみの過程なのである
11)
」。
したがって直観や洞察などは，言語化されたり意識されたりしている部分と
同じものからできているととらえている。
具体的にプログラム化できない問題の解決は次のように行われる。
「各問題は，我々が解きうる下位問題―我々の記憶の中に，すでに解決プロ
グラムが貯えられているような問題―を見い出すまで，つぎつぎと下位問題を
生み出していく
12)
」。
問題解決は，すでに存在するプログラム
13)
を適用できるような問題にまで分解
していくことよって実現される。具体的には，情報および設計活動で調査・分
析を繰り返して，複雑な因果関係の連鎖を解きほぐしていく。したがって問題
を分解することにより，限られた原因の変数と結果を考慮するだけで，代替的
行動がどのような結果をもたらすかを予測できるようになる。
問題を単純化して解こうとする背景には，人間には合理性の限界，すなわち
「ある単一の意思決定をするとき，その決定に関係ある価値，知識，および行
動のすべての側面を考慮することは人間の心にとっては不可能である
14)
」ことが
ある。
）プログラム化しえない意思決定のための組織上の工夫
意思決定は，「問題を処理する明確な手続きがすでにつくられていて，問題
発生のたびに新
・
た
・
に
・
それに対処する必要がない程度に応じてプログラム化され
56
11) Simon（1977）p.69.邦訳94頁。
12) Simon（1977）p.70.邦訳96頁。
13) プログラムとは，「複雑な課題環境に対してシステムが反応していく場合，その一連の反応を
支配する詳細な処方箋あるいは戦略のこと」（Simon（1977）p.47. 邦訳64頁）である。
14) Simon（1997）p.117.
る
15)
」。そのため，特定の問題が繰り返し発生すれば，その解決のための標準的
な手続きが作り出される。
したがって，プログラム化しうる意思決定とプログラム化しえない意思決定
を双方にもっていれば，プログラム化しうる活動を優先して行う傾向がある
16)
。
そのためプログラムしえない意思決定を行うためには，専門の部署を設けたり，
担当者を選抜したりすることが必要になる。例えば，市場調査部門は情報収集
局面に，企画部門は設計活動に専門化されたものである。これらのプログラム
化しえない意思決定をするための配慮によって，行為者は情報収集と選択活動
から分離されることになる。
）意思決定の前提
意思決定には事実的前提と価値的前提の種類の要素が含まれている。
事実的前提は，「観察できる世界についての言明
17)
」，「将来の事態について記
述
18)
」と定義される。このような事実的前提は，予期した出来事が実際に起きる
か，起きないかをテストして決めることができる。つまり，実際に起きれば真
実で，起きなければ虚偽となる。
価値的前提は，なすべきことを表しており，究極の目標となる。ただし，決
定が正しいかどうかは記述できない。なぜなら主観的な価値からみると，正し
さには異なる基準があるため，経験的，合理的にテストすることはできないか
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15) Simon（1977）p.46.邦訳63頁。
Simon（1977）は，意思決定をプログラム化しうる意思決定とプログラム化しえない意思決定
に分けている。両者は，現実にははっきりと区別できるものではなく，「一方の極に高度にプロ
グラムしうる意思決定をおき，他方の極に高度にプログラム化しえない意思決定がおかれた，い
わば一つの連続体である」（p.45.邦訳62頁）。
16) Simon（1977）によれば，「プログラム化しうる活動が，プログラム化しえない活動を駆逐し
やすい」という，「『計画に関するグレシャムの法則』」がある（p.53.邦訳72頁）。
17) Simon（1997）p.60.
18) Simon（1997）p.56.
らである。このような価値的前提は与件とされている。
したがって意思決定過程では，所与の価値的前提から出発し，その最終目標
を達成するために適した手段と考えられる代替的行動が選択される。目標達成
のための手段の選択は，事実的前提に基づいた決定である。
具体的に決定は，ある手段の選択によりどのような結果が起こるかを評価す
ることによって行われる。この評価では，経験や情報が利用される。こうして，
知識や情報に基づいて行動の結果の期待をつくることで，その目標を実現する
手段が選択でき，究極の目標を達成することになる。
 データ分析を重視した意思決定の限界
データ分析を重視した意思決定の限界を，データ分析のベースとなる Simon
の意思決定理論を踏まえて点取り上げる。
）データ分析の限界とデータの解釈の必要性
Simon の理論では一見複雑に見える問題でも，すでにプログラムのある問題
を見出すまで分解できると考えられている。問題を分割することは，複雑な因
果関係の鎖を解きほぐすことでもある。それにより，代替的行動がどのような
結果をもたらすかを予期しやすくなる。しかし，問題を分割して単純化するほ
ど，解決に必要な全体像を把握することが難しくなる。
さらに問題を分解して結果を予測するには，過去や現在起こっている出来事
を記述したデータの収集が必要になる。そのためコンピュータを介したデジタ
ルデータを中心とした，ビッグデータが注目されている。ただし，これらの
データを分析した結果をもとに人間が決定を下す場合は，分析結果をどのよう
に解釈して行動に結びつけるかが課題になる。とくに精度の高い分析結果にな
るほど，組織成員が多面的に問題を理解して解決する能力が求められる。
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19) March and Olsen（1976）p.55.邦訳85頁。
）行動前の予測の限界と行動の結果の重要性
データをもとに説明モデル・予測モデルを作る過程は，Simon のいう情報活
動と設計活動に対応する。そして行動は，結果として後に起こる分離過程とし
て存在する。したがって，行為者のもつべき目標や価値観は，情報活動と設計
活動に規定される。また，実際に行動する組織成員の経験も生かされない。
そのため行動の前に予期できる範囲内でしか，代替的行動を選択できない。
つまり，データ分析を重視すると，過去のある時点で予測された行動が選択さ
れる。それは，今まさに活動している時点から見れば，すでに過ぎ去った過去
の状況に適した行動である。
ところが実際に行動してみると予期しない結果を生じることがある。この予
期しないことが，新しいことやイノベーションを生み出すきっかけになる可能
性がある。そのため現場で日常的に生じている問題点やチャンスを，意思決定
過程で活用することが必要になる。
以上から，データ分析を重視した意思決定は，比較的安定した環境やプログ
ラム化しやすい問題に対しては有効であろう。しかし現在のように顧客のニー
ズが不透明で変化が激しい状況では，ビッグデータをもとにどれだけ分析を綿
密に行っても，行動の前につくられた予測モデルに頼ることには限界がある。
）単純な合理的適応モデルの限界と非合理的適応の必要性
データ分析では価値的前提を所与として，事実的前提で意思決定をとらえた
Simon の理論をベースにしている。そのため行動の結果を予測し，予期した通
りの結果が起きたかどうかで成功か失敗かが評価される。したがって分析者が
「何が生じたかを知り，なぜ生じたかを理解することができると仮定されてい
る。また彼らは成功と失敗を峻別することもできるとも仮定されている
19)
」，単
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純な合理的適応モデルといえる。
このモデルに疑問を呈し，March and Olsen（1976）は組織では，「目標（し
たがって，「成功」と「失敗」）があいまいであったり，互いに対立するもので
あったり，何が生じたかが不明瞭であったり，事象の因果関係が一筋縄では把
握されないといった状態のもとで学習する
20)
」ことを指摘している。
つまり組織内では，成功か失敗かを判断する基準となる価値的前提があいま
いで，対立していることがある。その上，何が起きたか不明瞭で，因果関係の
把握も難しい問題に直面することがほとんどである。例えば，顧客の意識や
ニーズなどの状況はめまぐるしく変わる。そのため成功か失敗かの判断自体が
変わることもある。つまり失敗だと判断されたことが，後からみれば成功とと
らえられるかもしれない。
したがって非合理な状況を前提にすると，行動した後にはじめて何が生じた
のか，なぜ生じたのか，成功だったのかどうかを知ることができる。このよう
な分析の客観性に限界があるという視点に立てば，データの正確性や量ではな
く，どのようにデータを解釈するかが重要になる
21)
。とくに非合理な状況では，
行為者が経験して解釈したことを，意思決定過程に取り入れる必要がある。
この解釈という認知的な側面を考察する視点は，組織学習で取り扱われてい
る。そこで組織学習の視点から，データを活用するための要件を提示する。
Ⅱ 組織学習の視点によるデータ活用のための要件
 組織学習の定義と学習レベル
組織が環境に適応するための方法の一つが組織学習である
22)
。
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20) March and Olsen（1976）p.55. 邦訳85頁。
21) Sutcliffe and Weber（2003）p.76. 邦訳32頁。
22) March（1991）頁。
学習の視点の根幹は，認知の発展である。この認知の発展を通して，行動を
改善するプロセスが学習である。ここで認知の発展のレベルは，次のつに分
けられる
23)
。
）低次学習
低次学習とは，与えられた組織の一連のルールの中で，行動と結果について
の因果関係の知識を発展させる。そのため低次学習が起こるのは，状況を予測
できたり分析できたりするとみなす組織である。さらに，与えられた一連の
ルールを維持する過程は，それ自身がエラーの発見や修正を妨げることになる。
）高次学習
高次学習は，明確に定義できないあいまいな状況で，直観や洞察といった認
知プロセスを通じて起こる。このような高次学習の効果は，選択の基準となる
解釈枠組みの変化である。
以上のような組織学習の視点に立つと，データ分析の精度をいくら高めても，
認知の発展も伴わなければ根本的な行動の改善にはつながらない。
 行動を起点にした組織学習
前に述べたように，データを分析すれば状況を予測できるとみなす組織では，
低次学習が起こりやすい。
それに対してWeick（1979）の組織化過程は，組織の非合理的な側面を前提
にして，行動によって生じた環境データを意味づけ，主体的に適応していく側
面を提示している。そこで組織化過程を検討し，データを活用するための課題
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23) Fiol and Lyles（1985）pp.807-808.
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?????
?????
??????? ???????? ??
(出典) Weick, K. E. (1979), The Social Psychology of Organizing, The McGraw-Hill, p.132.
邦訳172頁を参照した。
図 組織化過程
生態学的変化：人や活動が関わる経験の流れの中での変化や違い
＋，−：信頼する（＋），信頼しない（−）
を明らかにする。
）組織化過程
組織化過程では，環境の変化や不連続を起こすような行動である，イナクト
メントが出発点になる（図）。イナクトメントは，環境とやり取りする唯一
の過程であり，Simon のいう情報活動に対応する。ただしイナクトメントは，
行動が結果として後に起きる分離過程ではない。
このイナクトメントは，以降の過程で意味づけられる素材となる生の環境
データを提供する。ここでいう環境データは，どんなふうにも解釈できる，さ
まざまな変数から成り立っているということで，多義的である。
このような多義的な環境データの意味を決める過程が，淘汰である。淘汰過
程では環境データに対して，変数とそのつながりをまとめた因果マップがあて
がわれる。具体的には，行動を相互に連結する成員同士が，何が重要な変数で
どんなつながりがあるのかについて，何らかの妥当な合意に達するために話し
合う
24)
。それにより何が起きているのかを解釈し，状況にあった行動がとられる。
話し合いで合意された因果マップは知識として保持され，以後の淘汰の過程
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24) Weick（1979）p.142.邦訳184頁。
でデータを解釈するための枠組みとなる。
）合意形成の問題点と対話の必要性
多義的な環境データに対して，組織成員はいくつかの解釈の枠組みをあてが
うことにより意味を与える。このときどの解釈枠組みを選択するのかによって，
意味が変わる。
淘汰では，何が妥当な意味かについて合意するために，グループで話し合う
過程である。合意形成の目的は，「グループのほとんどの人々がさしあたり同
意する影響点を見つけることである
25)
」。そのため，行為者が日常的に使ってい
る因果マップが合意され，環境データを解釈する枠組みになりやすい。例えば，
担当部署や階層上の立場といったグループごとに，データの解釈の枠組みが保
持される。その結果，それぞれの解釈の枠組みごとに，知っていたり見たこと
のあるデータは信じられるが，新しかったり過去の経験で説明できないデータ
は見過ごされたり誤読されたりする可能性がある。つまり，思い込みやバイア
スといったことにより，環境データの解釈が偏ってしまうことがある。
したがって，環境データのもつ多様な意味が生かされるためには，機能して
いない解釈枠組みを発見して修正する高次学習が求められる。このような組織
学習を，Argyris and Schön（1996）は問いかけの過程ととらえている
26)
。この
問いかけにより，機能していなかったり誤っていたりする解釈枠組みを発見し
て，修正しようとするのである。
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25) Isaacs（1993）p.26.
26) Argyris and Schön（1996）は，「一定の変化によって教訓が誤っていたり機能していない可能
性を発見し，問いかけ（inquiry）て，使用理論（theory-in-use）の変化をもたらすこと」（p.19）
として組織学習を扱っている。使用理論とは，活動のパターンに暗に含まれ，ノウハウでは説明
しきれない価値を含んだ概念である。この使用理論の変化を導くことがダブルループ学習である。
したがって，ダブルループ学習は，高次学習に相当する。それに対して，低次学習は，Argyris
and Schön（1996）のいうシングルループ学習に対応する。
ただし高次学習を起こすことは難しい。なぜなら学習には現状を維持したり，
問題を避けたりしようとする傾向があるからである。それに対して Isaacs
（1993）は，「共同で考える方法を学ぶことを探求する
27)
」対話によって，固定
した思考パターンが解き放たれるととらえている。このような対話が，高次学
習を起こすためには必要になる。
 高次学習を実現するための要件
ここではデータの活用の要件について，高次学習を実現する問いかけの過程
という視点から提案する。
）対話
Isaacs（1993）によれば，対話は「日常の経験を構成する過程，仮説，確信
の集団的な問いかけ
28)
」によって行われる。
まず，「異なったグループに所属する人々が一緒になったとき，広範囲の視
点や，予期できないほどの多様性を持ち込まれる
29)
」ことから対話は始まる。こ
こから，行為者とデータ分析の専門家が集まることがデータ活用のためには必
要になる。
次に，話し合いの不安定さを乗り越えるために，問いかける過程がある。
行為者とデータ分析者の話し合いでは，行動の結果を予測した分析データと，
行動の結果生じた環境データの解釈の間に矛盾が生じる。この矛盾に組織成員
が気づくと話し合いは不安定になる。つまり，参加者がそれぞれの観点を擁護
して話し合うと対立が起き，対立を避けようとすると話し合いは中断してしま
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27) Isaacs（1993）p.26.
28) Isaacs（1993）p.25.
29) Isaacs（1993）pp.34-35.
う。この不安定さに対して，「何が導かれるのか？なぜこれらの目的か？
30)
」と
いう問いに答える対話が必要になる。参加者の考え方そのものの妥当性を疑う
のではないため，問いかけが展開できるからである。それにより，共同で目的
を探求することが可能になる。
このことはまた参加者にさまざまな考え方がある中で，自分の考え方が部分
的で矛盾しているということに気づかせ，すでに身につけていることを見直す
原動力となる。なぜなら共通の目的を探求することは，現実とのギャップもつ
くり出し，目的に近づけようとする考え方や行動をもたらすからである。この
ようなギャップは，Senge（1990）のいう創造的緊張になる
31)
。この創造的緊張
をもたらす対話による目的の探求は，さまざまな考えの根底にある価値を調和
させることにもなる。したがって価値的前提をつくる過程でもあるといえる。
）データの活用
行動によって生じた生の環境データはさまざまな意味を有している。この環
境データを行為者が他の成員に伝達するとき，その受信者は受け取ったメッ
セージにいくつもの解釈ができる。そのため受信者はそのうちどの解釈が適切
なのかという問題に直面する。
また，コンピュータを介して収集されたデジタルデータには，その場の状況
や雰囲気などの詳細な内容が欠けている
32)
。感覚や知覚も，デジタルデータとし
て表現することはできない。これらのデータを分析した結果も，因果関係をパ
ターンとして単純化しており，詳細な情報の欠けた不完全なものである。
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30) Isaacs（1993）p.30.
31) Senge（1990）によれば，創造的緊張をつくり出し，維持する学習によって，「真に望んでい
る結果を獲得するための能力の開発」ができる（p.140.邦訳168頁）。
32) Weick（1985）は，出来事が電子的に不完全に表現されたとき，意味の喪失が起きることを，
“cosmology episode”というあいまいな形態になっていると指摘している（p.51）。
このような環境データや分析結果をもとに組織成員が最終決定を下す場合，
どのように解釈して意味を引き出すかが重要になる。
とくにビッグデータから意味の束を引き出すために，松岡（2013）は「いっ
たい大量の情報の群から何を獲得し，どんな構想や行動の方針を確立したいの
かという仮説が先行しているべきである
33)
」と述べている。つまり，何のために
利用するのか，役立てるのかという仮説があるからこそ，データや分析結果が
組織にとって価値のあるものになる。そのため仮説があれば，さまざまな観点
をもった組織成員が集まるきっかけになったり，対話を促したりできるといえ
る。ここからデータの活用のためには，分析より前に仮説を提示しておく必要
がある。
以上から，データやその分析結果の活用のための要件として次の点を提案
する。第に共同で目的を探求する対話をすること，第に対話にはデータ分
析者だけでなく，行為者も参加すること，第にデータ分析の前に仮説を提示
しておくことである。
Ⅲ 花王のデータ活用の事例
 データ分析の専門組織と現場による対話
花王でマーケティング部門の一組織として，データ分析を専門に行っている
のが，DBM（デジタルビジネスマネジメント）室である。
DBM室として本格的に活動が始まったのは2005年からであり
34)
，広告などの
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33) 松岡（2013）67-68頁。
34) DBM室は，2004年月にマーケティング投資の ROI（投資対効果）を測定するための DBM
プロジェクトとして結成された。そして2005年10月，「あらゆるデジタルデータを活用しビジネ
スに貢献する」という使命のもとプロジェクトからDBM室に昇格した。そして，マーケティン
グ部門の一組織として	人体制で活動を始めた。（以上は，戸川（2013）28頁を参照した。）
マーケティング関連の大量のデータを整理したり分析したりした。さらにデー
タ分析システムも整備した。
ところが現場のマーケティング部門からは，「『（広告の投資対効果が）実際の
データで実証されたのはいいけれど，それくらいのことは大方知っていた。そ
れよりも結局，今後どうすればいいのかヒントがほしい』『分析方法が難しく
てよく理解できない。データをどう読み解けばいいのか，正直分かりにくい
35)
』」
という指摘を受けることもあった。その原因は，DBM室がデータ分析システ
ムを構築し，実際の分析と改善策の考案を現場に任せていたからである。
そこで2007年に，現場と対話し一緒に問題を見つけ出し，改善策を考える組
織に変えた。つまりDBM室はデータ分析だけでなく，現場と一緒に問題解決
にも取り組むことになった。
仕事の流れについては，まず DBM室がデータ分析を担当する。その後は
DBM室と現場が共同で分析結果をもとに問題を発見し，改善策を考える。考
え出された改善策は，現場主導で行動に移される。
さらにDBM室ではデータ分析をする前に，目的や役割を決める。この点に
ついては，つの行動指針の一つ目の「マインドセット（目的・方針）」として
定められている。
さらにつ目の指針である「メジャメント（評価尺度）」で，「『分かりやすさ，
測りやすさ』を重視し，収集・分析・評価するデータ項目を定める
36)
」。
つ目の指針は「メソッド（分析手法）」である。データ分析についても，高
度な数式モデルにならずに，現場に理解されやすいわかりやすいモデルを開発
するようになっている。
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35) 戸川（2013）29頁。
36) 戸川（2013）29頁。
 データ分析結果の活用
37)
DBM室のデータ分析をもとに，現場と DBM室が対話し行動に結び付ける
ことで，売り上げが伸びた例がワイドハイター EXである。
データ分析の方針は，「衣料用の『洗濯剤』『漂白剤』『柔軟仕上剤』『消臭
剤』というつのカテゴリーの商品群全般を拡販すること
38)
」であった。この方
針のもとで，DBM室とマーケティング部の現場担当者がプロジェクトを進め
た。
DBM室は2010年1年間のデータを用いて，商品ごとの売れ行きの相関関係
を数値化してまとめた。さらに相関関係を現場担当者でも見やすくするために
ネットワーク図であらわした。この分析結果をもとにワイドハイター EXがネ
ットワークの中心，つまり他の製品と併売される件数が多いことがわかった。
さらに分析結果に頼るのではなく，結果をもとに数十名の顧客にインタビ
ューを実施した。その結果，データ分析では見えなかったことがわかった。そ
れは，漂白剤であるワイドハイター EXと，芳香系の柔軟仕上剤を一緒に使う
と効果が相殺されると誤解している顧客が多いことだった。漂白した後に柔軟
仕上剤を使った方がよい香りがするにもかかわらず，柔軟仕上剤を購入すると
ワイドハイター EXの購入を故意に避けている顧客が多くいた。
そこで，マーケティング部門の担当者がすぐに行動し，ワイドハイター EX
の訴求方法を変えて「柔軟剤の香りひきたつ」というメッセージを打ち出し，
CMを流したりキャンペーンを実施したりした。その結果，「2012年の販売金
額は，発売初年度の2008年に比べて倍に増え」，「発売から年で，年間売上
高が100億円というヒット商品」となった
39)
。
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37) 戸川（2013）26-28頁を参照した。
38) 戸川（2013）26頁。
39) 戸川（2013）28頁。
 事例分析
ここでは，提案した要件を検証する。
）行為者とデータ分析者が対話をすること
花王では，現場担当者とデータ分析者が対話をして，それぞれの問題意識や
目的を調和させていた。つまり，何のためのデータが必要なのか，今どのよう
な問題が起こっているかを共有できている。それはまたDBM室が，データ分
析の結果を現場に理解してもらえるように工夫することにもつながっていると
いえる。
その結果，データ分析をもとに，ワイドハイター EXの全体的な商品の位置
づけを把握し，隠れていた問題を発見できた。この問題に対して，現場担当者
がすぐに対策を講じることもできた。つまり対話により，データ分析の結果を
総合的にとらえて行動につなげることができたといえる。
環境データは本来さまざまな意味をもつ。したがって，データ分析結果を活
用するためには，行為者の解釈も取り入れることが必要になる。それにより，
予期しないことに対応したり新しいことを生み出したりする可能性が広がると
いえる。
）分析の前に仮説を設定すること
花王では，データ分析の前に方針，本稿でいう仮説を設定している。その下
で，一つのプロジェクトとしてデータ分析が進められている。そのため，
DBM室と現場担当者の対話のきっかけになったり，促したりすることができ
たといえる。さらに，分析の前に方針を設定していることで，大量のデータに
振りまわされず，有用なデータを引き出すための評価尺度や手法を導くことが
できている。
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お わ り に
収集できるデータ量の増大とその分析手法の発展により，予測の精度を高め
ることができている。ただし直観に頼っているようなプログラム化しえない意
思決定では，データの分析結果をどのように解釈するのかということが課題に
なる。つまり組織の認知の発展が伴うことによって，精度の高い分析結果が生
かされるといえる。そのためには，機能しなくなったデータの解釈枠組みを変
える，高次学習を実現する能力が求められる。
そこで組織学習の視点に立って，データの活用のためには次のようなつの
要件が必要であることを提案した。第にデータ分析の前に目的を提示してお
くこと，第に共同で目的を探求する対話をすること，第3に対話にはデータ
分析者だけでなく行為者も参加することである。
さらに提案した要件を花王の事例に基づいて検証した。データ分析を売上
げ拡大につなげている花王は，データ分析だけに頼っていなかった。データ分
析者と現場担当者が対話をして，問題意識や目的を共有していた。その結果，
データの分析結果では見えていなかった問題を引き出し，現場担当者がすぐに
対策を講じることができた。
コンピュータおよびネットワークの発展により，企業が収集して分析できる
データ量はますます増えている。それに対して Davenport（2007）は，データ
の分析力を支えるのは組織・人・技術であり，他社と差をつけるために必要な
のは，組織や人であると指摘している
40)
。本稿では，データの活用を組織成員ま
たはグループの解釈に焦点を当てて検討した。データの活用のためには，組織
のデザインも大きくかかわっている。この点については今後の課題としたい。
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40) Davenport（2007）p.8. 邦訳25頁。
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